
    (単位：百万円、％) 

令和６年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初予算比 最終予算比

A B C (A-B)/B (A-C)/C

 法人県民税 9,263 8,575 8,708 8.0 6.4 

 法人事業税 141,984 134,326 138,922 5.7 2.2 

151,247 142,901 147,630 5.8 2.5 

 個人県民税 124,642 123,461 130,449 1.0 △ 4.5 

内  均等割・所得割 109,099 113,495 114,912 △ 3.9 △ 5.1 

 配当割 5,989 5,032 5,983 19.0 0.1 

訳  株式等譲渡所得割 9,554 4,934 9,554 93.6 0.0 

 利子割県民税 388 458 388 △ 15.3 0.0 

 個人事業税 6,350 6,117 6,222 3.8 2.1 

 地方消費税 101,123 103,127 96,277 △ 1.9 5.0 

内  譲渡割 73,879 72,570 69,198 1.8 6.8 

訳  貨物割 27,244 30,557 27,079 △ 10.8 0.6 

 不動産取得税 11,249 10,590 10,778 6.2 4.4 

 県たばこ税 4,127 4,032 4,173 2.4 △ 1.1 

 ゴルフ場利用税 2,417 2,542 2,445 △ 4.9 △ 1.1 

 軽油引取税 37,300 38,049 37,418 △ 2.0 △ 0.3 

 自動車税 56,879 56,444 57,206 0.8 △ 0.6 

内 環境性能割 5,098 4,214 4,814 21.0 5.9 

訳 種別割 51,781 52,230 52,392 △ 0.9 △ 1.2 

 鉱区税 4 4 4 0.0 0.0 

 核燃料税 1,240 1,240 1,240 0.0 0.0 

 狩猟税 34 35 34 △ 2.9 0.0 

旧法自動車取得税 0 0 336 - 皆減

345,753 346,099 346,970 △ 0.1 △ 0.4 

497,000 489,000 494,600 1.6 0.5 

令和６年度　県税収入当初予算額の状況

  令和６年度の県税収入については、国の経済見通しや地方財政計画における都道府県税収入見
込み、税制改正の影響などを考慮しながら、最近までの課税実績及び収入状況を基礎として算定
した。
　この結果、県税収入については、法人二税が輸出関連製造業を中心とした企業収益の改善によ
り、地方消費税が個人消費の持ち直し及び輸入取引額の増により増加が見込まれることなどか
ら、全体としては、前年度最終予算額対比100.5％の4,970億円を見込んだ。
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